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1. はじめに 
 

都市の課題について 
全国に共通する地域課題 

会津若松市を含め、全国に共通する地域課題として以下を認識。 
① ⼈⼝減少（毎年 1,000 ⼈超）／特に、⽣産年齢⼈⼝の減少 
② 年々減少する出⽣数／全国平均より⾼い⾼齢化率 
③ 歳出の４割以上を占める⺠⽣費（医療費・介護費等） 

⇒地域⾏政（財政）の継続性に対する強い危機感／消滅可能性都市 
 

これまでのスマートシティ会津若松の取り組み 
上記課題を包括的に解決するため、2013 年より『スマートシティ会津若松』を推進。 
様々な分野で ICT を活⽤する取組を推進し、市⺠⽣活の利便性向上と ICT 関連企業誘致を同時に実現
し、⼀定の効果は出ているものの、起死回⽣策とまでは⾔えない状況。 
⇒産業誘致の延⻑線上の取組では根本的な地⽅創⽣は困難 

 

構造的な地域 DX 実現に向けた取組通する地域課題 
デジタル時代における⾃助・共助・公助の考え⽅を地域全体で共通認識とし、地域経済基盤の⽴て直
しのための地域産業 DX と Well-being を実現する市⺠⽣活 DX を、市⺠・企業・地域の三⽅が⼿を取
り合って実現する構造的な地域 DX が必要不可⽋と認識。 
⇒『スマートシティ会津若松』のセカンド・ステージへの挑戦 

本市の⼈⼝推移 
会津若松市 2011 年 2021 年 変化率 

現住⼈⼝ 126 千⼈ 118 千⼈ ▲6.3% 

⽣産年齢⼈⼝ 76.0 千⼈ 65.6 千⼈ ▲13.7％ 
 

スマートシティ会津若松による更なる挑戦イメージ 
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コンソーシアムについて 
運営体制 
▮スマートシティ全体の運営体制 

会津若松市におけるスマートシティ全体の取組を⼀体感を持って効率的に推進するために、市及び
地元関係団体に加え、スマートシティを推進する企業により構成されるコンソーシアムの 3 者が、
アーキテクトをハブに相互連携する体制で推進。 

 
 

▮本事業の推進体制 
本事業においては、市・関係団体・事業者で防災に関する主体で 8 ⽉に設⽴された「会津デジタル
防災協議会」で推進。 
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２. ⽬指すスマートシティとロードマップ 
 

 

⽬指す未来 
スマートシティ会津若松の基本ビジネスモデル 
会津若松市は、スマートシティリファレンスアーキ
テクチャにおける「A 地域 協議会主導モデル」を
採択している。従前は会津地域スマートシティ推進
協議会が推進主体であったが、ICT 関連企業の会津
若松市への集積を踏まえ、コンソーシアムを⽴上
げ、推進主体を担っていく想定。 

 
 

 
 
スマートシティサービス継続のための地域エコシステムによるビジネスモデル 
スマートシティは、都市 OS を導⼊・維持することが⽬的ではなく、 都市 OS を通じてさまざまなスマ
ートシティサービスが提供されることで地⽅創⽣を実現することが⽬的である。 
スマートシティサービスは、地域⽬線で今までの営利主義とは異なる新たなサービス・ビジネスモデル
となることから、スマートシティサービス単体での採算をとることが困難な事業も存在する。 
そのため、サービスや分野を超えた分野エコシステムや地域エコシステムを通じて利益とコストのバラ
ンスを取りながら、地域としてスマートシティサービスを継続性をもって提供することを⽬指す。 
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スマートシティサービス  
会津若松市では、⼀つの地域 ID でさまざまなサービスが利⽤可能という市⺠の利便性・簡易な利⽤を意
識して、会津若松プラスという地域ポータルを中⼼に、教育情報サービスや⺟⼦健康情報サービスなど
を都市 OS 上でスマートシティサービスとして展開し
ている。 
本事業で構築する防災分野のサービスについても、こ
れまで構築したサービスと同様に、都市 OS 上のスマ
ートシティサービスとして構築し、会津若松市での利
⽤に加え、他地域への横展開も可能なモデルとする。 
 
▮防災スマートシティサービス 
・ オプトインに基づく家族情報や位置情報を活⽤したパーソナライズ型の防災サービス：マイハザード

の提供 
・ 現在地から避難所までのルート案内・家族の位置・安否のリアルタイム確認・⾏政は市⺠の被災/避

難状況・救助を求める者の位置等を確認可能 

 
▮その他（モビリティスマートシティサービス） 
・ 鉄道・バス等の共通デジタルチケットの販売  
・ ⾞内混雑情報など新しい⽣活様式に対応した運⾏情報の提供  
・ AIオンデマンドバスなどの新しいモビリティサービスの提供 
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スマートシティアセット 
会津若松市では、各種センサーやスマホ等のスマートシティアセットから⽇々⽣成されるデータに加
え、既に⽣成・保存されているデータの有効利⽤が重要であると考えている。本事業で実施する防災サ
ービスにおいても、同意取得先(オプトイン取得先)とデータ保有者を区分して認識し、適切なオプトイン
に基づき既存アセット・データを有効活⽤する。 
 

アセット・データ項⽬ 同意取得先 データ保有者 利⽤⽬的・⽅法 

基本４情報 個⼈ 個⼈・⾃治体 住所等に基づくパーソナライズサービス提供に利⽤ 
※防災︓家族の安否確認／モビリティ︓⾃宅までの送迎等 

位置情報 個⼈ 個⼈ 現在地に基づくサービス提供に利⽤ 
※防災︓現在地からの避難ルート情報／モビリティ︓現在地に基づく MaaS 提供 等 

⾏動情報（通勤ルート等） 個⼈ 個⼈ 各市⺠の活動状況に即した防災・避難情報提供に利⽤ 

避難⾏動要⽀援者名簿 個⼈・⾃治体 ⾃治体 避難⾏動要⽀援者の避難⽀援や安否確認に利⽤ 

各種ハザードマップ情報 オープンデータ 国・⾃治体 静的な防災情報の通知に利⽤ 

各種警報・注意報情報 オープンデータ 国・⾃治体 静的な防災情報の通知に利⽤ 

避難所位置情報／避難所開設情報 ⾃治体 ⾃治体 発災時に市⺠の避難誘導⽀援に利⽤ 

 
 
都市 OS(機能(サービス)、データ、データ連携、共通機能) 
会津若松市では、スマートシティリファレンスアーキテクチャに準拠した都市 OS を既に導⼊しており、
「認証」「サービスマネジメント」「データマネジメント」 等の基本的な機能を具備しているのはもちろ
んのこと、特に「サービス連携機能」として、双⽅向コミュニケーションポータル(地域ポータル)やオ 
プトイン管理を具備しており、市⺠参画・市⺠コミュニケーションを意識した PFを実現している。  
防災及びモビリティ領域の本事業においても、既存の都市 OS を通じて ID管理、アセット、既存 DBか
らのデータ連携等を実現することで、市⺠の利便性とサービス開発コスト低減の双⽅の観点を踏まえた
都市 OS 上でのサービス実装を⾏う。 
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ロードマップ 
中⻑期スケジュール 
会津若松市のスマートシティに関連する事業全体の計画・スケジュールは以下の通り。本事業で実施す
る防災の取組は⾏政分野等と、モビリティの取組は決済分野や観光分野等とそれぞれ関係性が深いこと
から、他分野の取組・事業と相互に進捗状況等を確認しながら、地域全体としてすべての領域において
市⺠により良いスマートシティサービスが提供されることを⽬指す。 

 
 
 
K P I 
スマートシティの⽬標(KPI) 
『スマートシティ会津若松』は特定分野ではなく地域全体の DXを⽬指すものであり、①市⺠参加型で⾃
助・共助・公助の在り⽅を再構築し、市⺠⽣活の利便性向上&地域産業 DXによる⼈・産業双⽅の観点か
らの②地域の活性化を実現することで、地域⾏政における歳出抑制と歳⼊増加を無理なくバランシング
することで、全国の地⽅の共通課題である③地域の持続性を確保することを⽬標に推進する取組である
ことから、以下の 3 つを『スマートシティ会津若松』の取組全体の KGI/KPI として設定。 
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その他 
関連法令、各地域でのルール・ガイドライン 
▮スマートシティ実現のための 10 のルール 
スマートシティに携わるすべての主体で共通認識としてスマートシティ実現のための 10 のルールを策
定。多種多様な分野の取組を並⾏して推進するスマートシティにおいて、地域の軸となる共通ルールを
持っていることは、総花的なバラバラな取組とならず、地域として⼀体性を持った取組となるために極
めて重要と思料。 

 
 
▮個⼈情報等の適切な取扱い 
個⼈情報保護法等の遵守や適切なデータ管理体制 (PIA(ISO/IEC 29134) 、ISMS(ISO/IEC 27001)に準 
拠)を構築するのはもちろんであるが、市⺠のデータをオプトインで取扱うスマートシティ会津若松にお
いては、市⺠から⾒て透明性・信頼性・納得感のあるデータ管理運⽤が極めて肝要。そのため、市⺠が
個⼈情報の取扱いについて、チェック・説明を求めることが可能な体制を構築する想定。 
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３. 実証実験の位置づけ 
 

実証実験を⾏う技術・サービスのロードマップ内の位置づけ 
命を守るデジタル防災(マイハザード)事業概要 
オプトインに基づいて取得した市⺠の属性情報(住所や家族情報)や位置情報を活⽤することで、情報提供
に留まらない避難誘導やリアルタイムな家族安否確認サービスなどのパーソナライズされた防災サービ
ス(マイハザード)を都市 OS 上で提供。 

 
 
活⽤する技術 
■都市 OS によるオプトイン型情報利活⽤モデル 
• 都市 OSを採⽤し、全てのスマートシティサービスを都市 OS上に構築 
• 市⺠がデータコントロール権を有するオプトイン型の情報利活⽤モデルを採択 • API活⽤による都市
OSを通じたデータの効率的な流通管理 

• 都市 OSが存在する地域に、スマートシティサービスを容易に横展開可能 
 
※再掲 
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■マイハザード 
• 都市 OSをベースとし、都市 OS上のスマートシティサービスとしてマイハザードサービスを構築 
• 都市 OSとマイハザードが担うべき役割に応じて、相互に機能・データ連携しながらマイハザードサ

ービス利⽤者に提供  
• 都市 OSの標準仕様に準拠し、ID 認証/認可は OpenIDConnect、データ連携は Restful API/Json を
利⽤ 

 
 
サービスのロードマップ内の位置づけ 
• 2025 年を⽬途に、各分野におけるスマートシティサービスを都市 OS上のパッケージとして完成さ
せる 

• 特に防災分野はデジタル化の恩恵を市⺠が実感しやすい領域だと考えており、スマートシティ加速の
ためにも率先して取組む⽅針 
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ロードマップの達成に向けた課題 
オプトインによる情報提供＆サービス提供の検証とモデル構築 
・ 会津若松市のスマートシティは、市⺠同意のもとで情報を提供(オプトイン)してもらい、代わりにパ

ーソナライズされたより便利なスマートシティサービス・デジタル体験を提供することをすべての領
域の基本としている。(#7 記載の『10 のルール』に規定)  

・ 情報提供の⼼理的ハードルが⽐較的低いと思われる防災サービスを通じて、オプトインによる情報提
供&サービス提供の検証・モデル構築することが、今後の他分野も含めた地域全体のスマートシティ
サービスの普及・推進の礎になると思料。 

 
        ※再掲 

 
 
 

課題解決に向けた本実証実験の意義・位置づけ 
都市 OS とマイハザードサービスの連携 
都市 OS とマイハザードサービスの連携によって得られる⼀連のデータ構造とデータ連携⽅法(API群)に
関する知⾒により、他分野サービスとの連携や他地域への展開を含めて、拡張性・汎⽤性のある防災ス
マートシティサービスモデルの構築へつなげることの検証。 
 
オプトイン 
防災という市⺠の情報提供における⼼理的ハードルが低いと思われるサービスからオプトインモデルの
実証を⾏うことで、取得情報の種類と提供されるスマートシティサービスのバランスに加え、市⺠の納
得する⽅法でのオプトイン取得⽅法となっていることの検証。 
 
サービス提供の在り⽅（市⺠側） 
平時モードと有事モードを切り分けた情報・サービス提供の在り⽅についての検討と実装。 
 
サービス提供の在り⽅（市・消防側） 
デジタルを活⽤した市⺠の避難誘導や救助活動をどのように導⼊・実装していくかについて、災害時に
おける⾏政への追加負担を極⼒発⽣させないことを意識しながら実施。本実証を踏まえてサービスを展
開するとともに、他分野サービスとの連携などのアップデートを継続的に実施。 
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４. 実験計画 
 

実験で実証したい仮説 
サービス観点 
安⼼・安全サービスにおいて、どのような情報をどのような形で取得することが、ユーザ感情として許
容されるのかを検証。 
 
システム観点 
個⼈の属性情報やオプトイン情報をセキュアに都市 OS⇔防災サービス間でやり取りすることが可能かど
うかについて検証。 
 
実験内容・⽅法 
サービス観点 
サービス観点において「①UI/UX検証」、「②防災訓練検証」の２点を実施。 
それぞれ、「①UI/UX検証」はユーザビリティ検証による UI/UX改善、「②防災訓練検証」は前項におけ
るサービス観点の仮説検証を⽬的に実施。 
 
▮①UI/UX 検証 
●実証⽅法と概要 
アプリデザイン開発ツール「Figma※」を通したマイハザード 
サービスの体験を⾏うためのユーザーテストを複数回実施。抽
出した課題・改善点をもとにアプリデザイン改修を繰り返し⾏
う。 

※Figma とは、ブラウザ上でアプリケーション UI をデザインできるツール 
 
 
＜調査⽬的＞ 
マイハザードサービスを体験いただき、下記４点を検証する。 
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＜調査⽇時・対象者・実施場所＞ 
会津若松市⺠（⾼齢者、中学⽣）、⼀般市⺠を対象に複数回に分けて実施し、年代に偏らない意⾒をヒア
リング。 

 
 
●実証内容と検証項⽬（⽅法） 
実証⽅法概要で⽰した検証内容をもとに以下を実施。また、検証観点②③④をもとに操作タスクの設定
において災害が起こった際の利⽤をイメージしてもらうため、シナリオを⽤意して実施。 

 
 
＜UI/UX 検証シナリオ（実⾏タスク）＞ 
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▮②防災訓練検証 
●実証⽅法と概要 
UI/UX検証ではデザインツールにて擬似的にマイハザードサービスを
市⺠に体験してもらったが、防災訓練検証においては、災害が起きた
と仮定した防災訓練形式にて、実際に iOS 上で動作するアプリケーシ
ョンを使⽤してユーザーテストを実施。使い勝⼿や有⽤性・有効性を
検証。また、前項における仮説検証項⽬である「安⼼・安全サービス
において、どのような情報をどのような形で取得することが、ユーザ
感情として許容されるのか」の検証も実施。 
市⺠や来街者の⽣の声をヒアリングすることで、サービスの有⽤性・
有効性、オプトインの取得⽅法について、今後のサービスブラッシュ
アップへ活⽤。 
 
＜調査⽬的＞ 
都市 OS 上（会津若松プラス上）に機能搭載したマイハザードサービスを実際に体験いただき、下記２点
を検証。 

 
 
＜調査⽇時・対象者・実施場所＞ 
来街者（出張者）、会津若松市⺠（旧年貢町内会市⺠、会津若松市職員）を対象にマイハザードサービス
の体験、意⾒ヒアリングを実施。 
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●実証内容と検証項⽬（⽅法） 
オプトイン等の初回設定〜災害時のシナリオを作成し、避難⾏動までの⼀連の流れをシミュレーション
して実施。参加者にマイハザードサービスを実際に体験してもらい、サービスの受容性・有効性につい
て計測。 
 
＜防災訓練シナリオ＞ 

 
  
＜防災訓練検証項⽬＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 



 

 17 
 

1_スマートシティ実証調査成果品 

 
 

●仮説の検証に向けた調査⽅法 
町内会、会津若松市職員、来街者より以下観点のアンケートを取得することにより、⽣の声や意⾒を拾
う形にて調査。 
 
＜アンケート取得内容＞ 

 
 
システム観点 
個⼈の属性情報やオプトイン情報をセキュアに都市 OS⇔マイハザードサービス間でやり取りすることが
可能かどうかについて検証。都市 OS と防災サービスの連携によって得られる⼀連のデータ構造とデータ
連携⽅法(API群)に関する知⾒により、他分野サービスとの連携や他地域への展開を含めて、拡張性・汎
⽤性のある防災スマートシティサービスモデルの構築へつなげる。 
 
▮API 連携検証 
●実証⽅法と概要 
マイハザードサービス、および他サービスにおいても使⽤する
データ／API（⼀般化が可能な得られる知⾒）を想定し、都市
OS とマイハザードサービスを API で連携。 
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●実証内容と検証項⽬（⽅法） 
都市 OS で保有する以下データをマイハザードサービスへ連携。実際にマイハザードサービスを稼働する
ことで、今後の他サービスとの連携に資する⼀般化が可能な知⾒を習得。 
 
＜連携データ＞ 

保持アセット アセット・データ項⽬ 同意取得先 データ保有者 利⽤⽬的・⽅法 

都市 OS ⽒名、性別、⽣年⽉⽇、住所、
携帯電話番号 

個⼈ 個⼈ • 性別、年齢に基づく防災⽤品、備蓄品リストのパーソナライズに利⽤ 

• 登録住所周辺のハザードマップ表⽰に利⽤ 

位置情報 個⼈ 個⼈ • 利⽤者の現在地、および利⽤者が選択した避難場所／避難所まで
の避難ルートの表⽰に利⽤ 

• ⾃治体の市⺠避難状況把握のための管理画⾯のマップ表⽰へ利⽤ 

プロフィール画像 個⼈ 個⼈ • 防災サービスにおけるマイプロフィール画像に利⽤ 

 

避難所情報（位置、対象の災
害種別、標⾼、収容⼈数） 

⾃治体 ⾃治体 • 防災マップ上での避難所情報表⽰へ利⽤ 

マイハザード 各種ハザードマップ情報 オープンデータ 国⼟地理院 • 防災マップ上でのハザードマップ表⽰へ利⽤ 

各種警報・注意報情報 オープンデータ 気象業務⽀援
センター 

• プッシュ通知による災害情報の配信、マイハザードサービスにおける防
災情報への表⽰へ利⽤ 

 
 
●仮説の検証に向けた調査⽅法 
・都市 OS、防災サービス各々で保持しているデータの API データ連携を検証 
・必要⼗分な API（種類）、データ連携における課題を抽出 
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５. 実験実施結果 
 

サービス観点 
①UI/UX 検証（2021 年 10〜11 ⽉実施） 
▮実験結果 

• アイコンの⼤きさや⽂⾔の意味などの指摘はあった⼀⽅、操作性や利便性の観点においては概ね受
け⼊れられた形 

• スマホに苦⼿意識のある⾼齢者や防災⽤語が難しいと感じた中学⽣への対策検討が必要（利⽤者属
性による⼤⼈モード／⼦供モードのようなモード分けの検討、または国による⼩中学⽣向けにも理
解しやすい防災⽤語の検討等） 

• 防災計画においては、中学⽣にとって質問内容が難しく正しい判定が困難なため、⼤⼈が作成した
計画を反映できるような仕組みの検討が必要 

• 避難計画作成タスク（マイタイムライン）においては、従来の紙での作成よりマイハザード上での
作成の⽅が⼤幅に短縮された結果となったため、この点においてもサービスの有効性を確認 

 
＜ユーザーテスト結果詳細＞ 
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＜参考：避難計画作成タスクにおけるタイム計測＞ 

 
 
 
②防災訓練検証（2022 年 3 ⽉ 11 ⽇実施） 
▮実験結果 
●ユーザーテスト参加者属性 
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＜実施⾵景＞ 
 ▼3 ⽉ 11⽇ 9:00-11:30（対象：来街者、市職員） 

     
 ▼3 ⽉ 11⽇ 14:00-16:30（対象：市⺠） 

   
 
●アンケート結果 
１）オプトイン検証 
・ オプトインした情報は参加者全員が認識でき、⾃⾝の情報に基づくサービス提供に対しては抵抗感がな

い参加者が多数ではあった⼀⽅で、抵抗感を持っている参加者も数名存在 
⇒「情報利⽤における利便性の訴求」、「情報が何に使われているか」、「情報管理者が誰か」を明確にし、 
 より丁寧に市⺠の理解を醸成する必要あり 

・ オプトインタイミングについては、「初回のみで良い」、「新しい情報を利⽤する時に都度必要」と回答が
⼆分した結果 
⇒オプトインの最適な取得タイミングについては検討が必要（例：利⽤者が選択できる形等） 

・ ⾃⾝の安否共有を⽬的とした情報連携先については、家族への連携は参加者全員が利⽤したいと回答が
あったが、友⼈・勤務先・町内会・医療介護関係者への共有についてはニーズがあるものの必要性を感
じないという声もあり 
⇒連携先を利⽤者が選択できる仕組み等を今後検討することも必要 
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２）パーソナライズ情報表⽰検証（防災⽤品の設定） 
・ パーソナライズされた情報表⽰は参加者全員が満⾜、且つ便利と回答 
・ 「防災⽤品の⽔や⾷料について賞味期限がメモできるようにしたい」という要望あり 

⇒メモ機能は今後対応を予定 

 
 
３）情報配信のわかりやすさ検証 
・ 「アプリでのお知らせのわかりやすさ」は想定よりも下回った結果となったが、⼤⾬時など防災無線

が聞きにくいシーンも存在 
⇒情報の閲覧のしやすさ等改善を検討する必要あり 

・ 発災通知においては、「緊急地震速報のようなけたたましい⾳ではなく、⼈の声などで知らせる形での
通知が欲しい」との要望 
⇒どのような⾳で通知すべきか今後検討が必要 
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４）避難⾏動の迅速化への寄与検証 
・ ⾃治体への避難状況の共有については参加者全員メリットがあると感じた⼀⽅で、避難⾏動の時間短縮、
危険箇所が予め分かる事による安⼼感にはおいては低い結果 
⇒初回の設定にかかる時間等がアンケート結果に影響した可能性もあるが、マイハザードサービス利⽤
における“効果“という部分の訴求や使い勝⼿の部分での改善の余地があると推測 

・ 防災マップにおいては以下要望あり 
o 避難場所に初めて⾏く⼈も多いと思うので避難所、避難場所の写真が欲しい 
o Google マップのように地図上にランドマークとなる建物が出ていると良い 
o 現在地の点がよく動くのでどっちに⾏ったら良いか分からない（⾃分が向いている⽅⾓の⽮印表⽰し

て欲しい）、スマホを⾒なくても道を間違ったら声で案内して欲しい 
o 出張者や来街者は帰宅できるかが気になると思うので、交通機関の運⾏情報を出して欲しい 

⇒対応検討が必要（特に⼟地勘がない来街者向けに） 
・ ⾃⾝の安否回答を家族が気づかない場合もあるため安否回答通知を出したらどうか、という要望あり 

⇒安否回答通知機能の対応を今後予定 

 
 
５）UI/UX検証 
・ ほぼ参加者全員が簡単に操作できたという回答だったが、4)同様に避難ルート表⽰しながら避難するこ

とが難しいという意⾒あり 
⇒スマホを⾒ないでも避難先まで案内できる仕組みの検討が必要 

 
 
６）サービスの受容性 
・ 受容性はあるため、地域サービスとして 1)〜5)で抽出された課題や要望に対してアジャイルにて改善を
繰り返すことで、市⺠や来街者にとって安⼼に繋がるサービスへしていく必要あり 
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システム観点 
API データ連携 
都市 OS、防災サービス各々で保持しているデータを以下 API でデータ連携し、マイハザードサービス機
能が動作することを確認。 
※標準仕様に準拠し、ID 認証/認可は OpenIDConnect、データ連携は Restful API/Jsonを利⽤している
ため、他サービスでの活⽤も容易な形な標準 API として提供可能。 
 
＜都市 OS・マイハザード間での API群＞ 

機能 概要 他サービス活⽤ 

ID 認証／認可 マイハザードサービスと都市 OS 間のデータ連携のための認証 ○ 

ユーザ情報取得 API ユーザー情報テーブルより利⽤者のユーザ情報を取得＆オプトイン判定 ○ 

全ユーザ情報取得 API ユーザー情報テーブルより全利⽤者のユーザ情報を取得＆オプトイン判定 ○ 

避難所情報取得 API 避難所関連テーブルより避難所情報を取得  

Push 通知要求 API リクエストを基に、指定のユーザ端末に Push 通知 ○ 

アクセストークン更新 API トークンのセッションが有効であるか判定 ○ 

ログアウト API ログアウト ○ 
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技術の実装可能な時期 
• 2021 年度では個⼈属性情報や位置情報等を活⽤した基本的なマイハザードサービスを本実証を通じ

て、検証・構築、さらに介護・ケアラー向けコミュニケーションサービスである「ケアエール」を連携
した⾏政連携を 2022 年度にサービス提供することを予定 

• 2023 年度以降は防災サービスへの機能追加に加え、医療、モビリティ、エネルギー等の他分野連携に
よる機能拡張を実⾏計画全体における他分野の事業進捗を踏まえてアジャイル開発にて推進 

 
 
実装に向けて残された課題 
サービス観点 
●オプトイン 
今回の実証により、より丁寧なオプトインの必要性が露呈。利⽤者が提供した個⼈情報が何に活⽤さ
れ、誰が管理しているのか含め、利⽤者への丁寧な説明が望まれ、利⽤者の理解を丁寧に醸成していく
ことが必要。また、情報管理の主導権は利⽤者であるという点に⽴ち戻り、利⽤者ファーストでの情報
管理の仕組みも必要（オプトインタイミング、情報連携先）。 
 
●サービス利⽤者の属性に応じた対応 
市⺠サービスという点において幅広い属性の市⺠が利⽤者となるため、⾼齢者でも⼩中学⽣でも利⽤し
やすいサービスへと育てていく必要あり（例：⾼齢者モードや⼩中学⽣モード等）。 
さらに、災害時には災害弱者への対応も求められ、令和４年度では要⽀援者にフォーカスした取り組み
を実施予定。また、機能⾯においても、通知⾳、避難所までのルートの⾳声案内等、様々な利⽤者を想
定した対応が必要。 
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システム観点 
●マイハザードと都市 OS間 APIデータ連携による課題 
都市 OS における認証⽅式の標準化がされておらず、現状は都市 OS 開発ベンダー独⾃の認証⽅式を採
⽤。今後の他都市 OS との連携においては課題となる可能性があるため、認証⽅式の標準化が望まれる。 
 
●マイハザードと外部データソース間APIデータ連携による課題 
ハザードマップデータはデータを⼀元的に取得できる国⼟地理院ハザードマップポータルを利⽤。⼀⽅
でデータ提供元は各⾃治体となっているため、各⾃治体への個別の利⽤許諾の取得が必要。また、ハザ
ードマップポータル掲載のデータが最新でない⾃治体も存在。 
会津若松市⺠、および来街者が市外で利⽤する場合に課題となる懸念があるため、ハザードマップポー
タルのオープンデータは個別⾃治体許諾不要で、常に最新データが掲載されるような仕組みとなること
が望ましい。 
また、コロナ禍における避難の躊躇を避けるために、避難所情報の充実が必要（避難所混雑情報、ペッ
ト対応等）。市⺠にとって必要な情報だが、⾃治体によって提供有無がまちまち。国や⾃治体が連携して
統⼀した情報を市⺠に提供できる形が望まれる。  
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６. 横展開に向けた⼀般化した成果 
 

地域特情などを除いて⼀般化 
サービス観点知⾒ 
・①、②に付随する観点と、観点に基づく聴取内容により⼀般化できる知⾒を整理 

 
 

●実証実験での聴取結果 
・各観点に付随する、実証実験での聴取結果を整理 
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●聴取結果を踏まえた知⾒ 
・各観点の聴取結果より知⾒を 3点導出 
・ユーザに安⼼してアプリを利⽤してもらうためには、⾏政機関がアプリの運⽤主体であることを強調し
た上で、規約・簡易的なチュートリアルだけでなくアプリ⽬的と情報取り扱いをユーザに理解いただける
ような説明を設けること、またユーザ⾃⾝が個⼈情報管理の主導権を握れるようなオプトイン設計を検討
していくこと、更に利⽤希望者には先んじて利⽤してもらいユーザ⼈⼝を増やしていくことで、ユーザ⼈
⼝が多いからこそ⽣まれるサービスの信頼感を併せて醸成していくことが重要であると推察

 
 
 
システム観点知⾒ 
・ 都市 OS とマイハザードサービスにおけるデータ連携は、標準仕様に準拠した形にて実施 
・ 具体的には、ID 認証/認可は OpenIDConnect、データ連携は Restful API/Jsonを利⽤ 
・ これにより、標準 API として他サービスでの活⽤も容易な形を実現 
 
＜都市 OS・マイハザード間での API群と他サービスへの活⽤可能範囲＞ 

機能 概要 他サービス活⽤ 

ID 認証／認可 マイハザードサービスと都市 OS 間のデータ連携のための認証 ○ 

ユーザ情報取得 API ユーザー情報テーブルより利⽤者のユーザ情報を取得＆オプトイン判定 ○ 

全ユーザ情報取得 API ユーザー情報テーブルより全利⽤者のユーザ情報を取得＆オプトイン判定 ○ 

避難所情報取得 API 避難所関連テーブルより避難所情報を取得  

Push 通知要求 API リクエストを基に、指定のユーザ端末に Push 通知 ○ 

アクセストークン更新 API トークンのセッションが有効であるか判定 ○ 

ログアウト API ログアウト ○ 
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７. まちづくりと連携して実施することが効果的な取組の提案 
命を守るデジタル防災（マイハザード）事業とまちづくり施策との連携 
都市 OS 上でのデジタル防災（マイハザード）事業と他サービス連携 
本実証実験については、防災の取組においてデジタル技術による位置情報を活⽤した避難誘導や安否確
認の基本機能の構築と検証に加え、住⺠の受容性やオプトインに対する反応、⾃治体側での課題確認な
ど運⽤上の検証を⾏った。 
今後、デジタル防災（マイハザード）が実際の現場で使われていくためには、上記の基本機能に加え、
各まちづくり施策との連携が求められるところであり、デジタル防災（マイハザード）事業において
は、介護、医療、モビリティ、エネルギー分野などと順次、サービス連携を進めていくこととしてい
る。 
 
例えば、医療の取組を連動することで適切な避難所対応が可
能となる、モビリティの取組と連動することで緊急⽀援物資
の効率的な輸送が可能となる、エネルギーの取組と連動する
ことで災害時においても⾃⽴給電が可能となるなど、災害対
応の質を求めていくにあたっては他分野との連携が⽋かせ
ず、これを技術的にシームレスに可能にするものとして都市
OS（データ連携基盤）の存在がある。 
 
 
＜（再掲）都市 OSを通じたサービス連携＞ 
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令和４年度については、位置情報を活⽤したデジタル防災（マイハザード）に、介護・ケアラー向けコ
ミュニケーションサービスである「ケアエール」を連携し、サービス及びシステムの双⽅の観点で実証
を通じた検証を⾏い、防災及び介護が連携した取組を推進することとしている。実際の災害対応におい
て、災害時において弱者となりうる要⽀援・要介護者等に関する避難状況・服薬情報・体調等に関する
情報を、災害時⽀援に必要⼗分な範囲で情報共有することが必要であるが、平時と有事の情報提供範
囲・種類等の差に関する知⾒は存在していないことから、この取組を通じて検証し、実装を⽬指してい
く。 
 
＜今後のサービス連携と令和 4年度取組内容＞ 

 
 
 
スマートシティの取組におけるまちづくり施策との連携及び会津若松市の特性 
地⽅都市におけるモデルとしての会津若松市へ 
防災の取組からも分かるとおり、個々の取組のサービスレベルを上げていくだけでなく、官⺠問わずま
ちづくりに関わる様々な施策・取組と連携を可能とすることで、市⺠が⽣活の中で利便性を実感し、地
域全体の DXが図られていくものと考えている。 
また、個々のサービス単体ではマネタイズ出来ないものもあるが、持続性の⾼いもの、⾼くないものを
合わせて、連携しながら地域全体として運営できるような体制や運⽤を⽬指していくことで、地⽅都市
における持続的な体制のあり⽅を構築していく必要があると考えている。 
会津若松市としては、このような将来像を⽬指し、約１０年にわたって「スマートシティ会津若松」に
取り組んできたところであり、今後は、都市 OS（データ連携基盤）の機能拡張や共助による地域運営
体制の構築を⾏いながら、様々な分野において ICTやデジタルの取組を連携させ、利便性・快適性の⾼
いスマートシティを実現していくとともに、地⽅都市におけるモデルとなることを⽬指していく。 
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猪苗代湖

市役所

⽔⼒発電 ⽔⼒発電

⾵⼒発電⽊質バイオマス発電

⼭林未利⽤材

⼯場

鶴ヶ城

ICTオフィスビル 温泉宿

域外企業・移住者・デュアラー

避難所

共創・
⼈材育成

デジタル
地域通貨

病院

病院

〇〇科
年齢/性別
得意疾病
〇〇科
年齢/性別
得意疾病

〇〇科
年齢/性別
得意疾病
〇〇科
年齢/性別
得意疾病

先端
ICT研究

ヘルスケア
バーチャルホスピタル・
ドクターインデックス
による健康⻑寿社会

決済
⼿数料ゼロの
デジタル地域通貨

⾏政
⾏政⼿続の
完全デジタル化

防災
位置情報を活⽤した
パーソナル避難誘導

エネルギー

観光
家庭学習塾

学習データ

ものづくり

モビリティ
モビリティ・インフラ
共通基盤の構築

ゼロカーボンシティの実現

廃棄物
ｻｰｷｭﾗｰｴｺﾉﾐｰ
に向けた取組

教育
⼦ども・保護者・先⽣の
ための⼦ども情報PF

⾷・農業
⽣産現場フードロス
ゼロ・農家所得向上

データに基づくパーソ
ナライス観光の実現

中⼩企業の
⽣産性25%向上

地域活性化
中⼼市街地の
ウォーカブルシティ

処分場

本市のスーパーシティ構想の全体概要

スマートシティ会津若松の取組を踏襲し、市⺠⽣活に密接した12分野において、本市の伝統・歴史・⽂化・景観などを
⽣かしながらデジタルを活⽤することで、地域の利便性・持続性等を向上させるブラウンフィールドでの取組を推進する。
様々な分野や多様な利⽤者を意識した包括的かつ包摂的なデジタル化を推進する。

Ⅱ-１⽣活全般にまたがる複数
分野の先端的サービスの概要

市⺠／家

•デジタル申請⼿続き
•医療サービスの⾃由選択
•MaaSの最適選択
•学習の⾃由選択 など
市⺠による利⽤サービスの選択
オプトイン型データ管理

学校

16

Copyright © 2021 Aizuwakamatsu-City & co-proposers All rights reserved.

地域エコシステムによる継続可能なビジネスモデル

SDGｓ等も意識して推進する新たなスマートシティ関連サービスは、サービスや分野ごとに閉じた従来型のビジネスモデル
では採算をとることが難しい事業もあるが、全てを官が負担し続けることも現実的ではない。そのため、スマートシティ推進
団体等で、サービスや分野を超えて利益とコストのバランスを取りながら維持・運⽤することが必要。

Ⅰ-２ 地域主導型
スーパーシティの実現

地
域
7
8
9
:
;
<

分
野
7
8
9
:
;
<

モビリティPF

︵
例
�
�
�
�
�
�
分
野
︶

都市MS/OS

各サービスごとでは
収⽀が合わず、サー
ビスの維持運⽤が困
難であり、公費等を
投⼊しても改善は
困難

市⺠中⼼のモビリ
ティサービスエコシス
テムを形成し、地域
のモビリティ全体で
のサービスレベル・
収⽀を考慮したサー
ビスの維持・運⽤を
推進

現状のビジネスモデルの課題（As-Is） エコシステム型ビジネスモデル（To-Be）

地域にとっては必
要・有益であるが維
持費が発⽣する分
野※について公費頼
みで維持するのは困
難

⼀定程度の利益が
出る分野と、経費が
発⽣する分野の収
⽀をミックスするビジ
ネスモデルをスマー
トシティ推進団体で
構築して、地域全
体で市⺠⽣活全般
のサービスを提供※ エネルギー/循環社会や教育など

モビリティ

エネルギー

ヘルスケア

防災

地域通貨

教育

バス
タクシー鉄道

レンタカーマイカー

⾃転⾞市⺠

企業

公共
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早期の社会実装を⾒据えたスマートシティの 

実証調査(その 3)報告書 
 

令和４年３⽉ 
国⼟交通省 都市局 

会津デジタル防災協議会 
 

 


